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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海底面または海底下において鉱物を掘削する掘削部と、掘削して得られた鉱物と海水を
含む固液混合物を吸引し圧送するポンプとを有する移動操作が可能な海底作業機と、
　該海底作業機に対し、動力源となる電力を供給する電力ケーブルを有する電力供給部と
、
　所要の浮力を有し、海上または海中に浮かせられる主フロートと、
　該主フロートに吊設され、同主フロートと前記海底作業機の前記ポンプをつなぐと共に
、同ポンプで吸引した鉱物と海水を含む固液混合物を同主フロート側へ搬送する、所要長
さを有する揚鉱管と、
　前記吊設された揚鉱管に長手方向へ所要間隔で多数配置されており、同揚鉱管に対し、
同揚鉱管が自身の重さで脱落または破断することがないようにする浮力を海中側で付与す
る補助フロートと、
　前記揚鉱管により前記主フロート側に搬送された固液混合物から鉱物を選別して集める
鉱物選別部とを備える
　揚鉱システム。
【請求項２】
　前記海底作業機が有するポンプがスラリーポンプである
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項３】
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　前記揚鉱管の所要箇所に前記固液混合物の搬送を補助するための所要圧力の液流を注入
する補助ポンプを備える
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項４】
　ＧＰＳ受信機と、該ＧＰＳ受信機で受信した位置情報とあらかじめ決められている揚鉱
システムの設定位置とを比較して設定位置を維持するように位置の補正を行う位置補正装
置とを備える
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項５】
　前記主フロートの内部への注水と外部への排水を行い、同主フロートの浮力を調節する
注排水装置を備える
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項６】
　作業船を備えており、該作業船は前記電力供給部と前記鉱物選別部を有すると共に、前
記電力供給部を構成する電力ケーブル及び前記鉱物選別部を構成し揚鉱管から固液混合物
を受け取る送給管が、システムの運転の復旧が可能な状態で切り離しが可能である
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項７】
　前記主フロートにおける前記揚鉱管がつながれた部分に同揚鉱管を支える懸架装置を有
しており、該懸架装置近傍の同揚鉱管は、同揚鉱管を通す空隙内において所要の振れの範
囲で振動が可能である
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項８】
　鉱物選別部が、廃水処理装置を備える
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項９】
　前記廃水処理装置が、鉱物を磁着して選別する磁着装置を備えている
　請求項８の揚鉱システム。
【請求項１０】
　揚鉱管が、鋼と軽合金製の二重管構造、鋼管を炭素繊維で補強した構造または周壁を中
空とした構造である
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項１１】
　海上または海中に浮かせた主フロートに吊設され、海底面または海底下において掘削し
粉砕した鉱物と海水を含む固液混合物を海上まで送る揚鉱管に、長手方向へ所要間隔で多
数配置されている補助フロートにより、前記揚鉱管が自身の重さで脱落または破断するこ
とがないようにする浮力を海中側で付与する揚鉱方法。
【請求項１２】
　補助フロートが、揚鉱管の管体に対し相対的にスライド可能であり、管体のフランジに
下から当たったときに相互のスライドが停止するようにしてある
　請求項１の揚鉱システム。
【請求項１３】
　海底面または海底下において鉱物を掘削する掘削部と、掘削して得られた鉱物と海水を
含む固液混合物を吸引し圧送するポンプとを有する移動操作が可能な海底作業機と、
　該海底作業機の前記ポンプで吸引した鉱物と海水を含む固液混合物を海上まで送る、所
要長さを有する揚鉱管と、
　該揚鉱管に長手方向へ所要間隔で多数配置されており、同揚鉱管に対し、同揚鉱管が自
身の重さで脱落または破断することがないようにする浮力を海中側で付与する補助フロー
トとを備える
　揚鉱システム。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、海底にある有価金属などの鉱物資源を採掘して揚鉱する揚鉱システム及び揚
鉱方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、水深２０ｍ程度の浅海において、海底砂に含まれる砂鉄や錫などを砂と共にポ
ンプで吸引し、これを陸上に搬送する技術は確立しており、すでに産業上での実用化もな
されている。また、このような浅い海底において、鉱石を含む岩盤などを粉砕して細分化
することも鉱業分野で広く使われている技術である。
【０００３】
　しかし、近年になって、日本の領海・排他的経済水域（ＥＥＺ）には多くの海底鉱床が
存在することが、実際の調査などによって明らかになってきた。この鉱床に含まれる鉄、
銅、亜鉛、金などが採掘され、この金属類が海上に搬送できれば、元来資源に乏しいとさ
れ、専ら輸入に頼ってきた日本も、国内において資源を得ることができる。これにより、
特に国内において、産業をより活性化させることが可能となり、また世界の資源供給にも
貢献することが可能となる。
【０００４】
　なお、例えば水深１６００～５０００ｍの深海底の鉱石を採削機で粉砕する技術はすで
に存在する。しかしながら、深海で粉砕した鉱石を海上まで搬送する技術は、未だ確立し
ていない。搬送技術としては、ポンプ搬送と機械式（バケット式）搬送が考えられるが、
機械式はいかにも生産性が低く、現在はポンプ式のものが提案の主流となっている。この
ようなポンプ式のものとしては、例えば特許文献１に記載の揚鉱装置がある。
【０００５】
　特許文献１記載の揚鉱装置は、一方が下降管、他方が上昇管（揚鉱管に相当）となるＵ
字管を深海底から海面にかけて鉛直保持し、上昇管の上端開口から下降管の上端開口に海
水を輸送してＵ字管内で海水が循環流動するようにし、深海底で採掘された鉱物塊を上昇
管の底部に送り込んで、両端開口部で液面が同じ高さに維持されるＵ字管の特性を活用し
、上昇管を上昇する海水にのせて鉱物塊を海面に浮上させるというものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－２６９０７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記従来の揚鉱装置には、次のような課題があった。
　すなわち、鉱石処理船から、例えば水深１６００～５０００ｍの海底まで鋼鉄製の揚鉱
管を降ろして装備する場合、揚鉱管自体にある程度の浮力が作用するとしても、その実質
的な重さは、５０～１５０トンにもなる。この重量物である揚鉱管を支持するために、そ
の重量に充分に耐えうる頑丈で浮力に余裕がある大型の鉱石処理船などが必要となる。
【０００８】
　また、鉱石処理船などにつながれ、構成単位である管体を多数接続して形成される長尺
な揚鉱管においては、海面に近いほど接続部に上記のような大きな荷重がかかるので、各
管体を強固に接続するためにどのような構造とするかが、非常に難しい課題となっていた
。
【０００９】
　なお、鉱石処理船または支持船に、上記のように極端に長く重い揚鉱管を降ろして運用
した場合、更に以下のような困難が予想される。まず、鉱石処理船などが波浪による海面
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の動揺に伴い、揚鉱管が相対的に首を振るような動き、または首を折るような動きをする
ことになり、これが原因で揚鉱管の破損や破壊に至る可能性が高い点である。
【００１０】
　また、台風などの荒天時、鉱石処理船などが一時的に退避しなければならないときに、
揚鉱管をつないだままでは航行が妨げられるため、揚鉱管を切り離さざるを得ない場合が
ある点である。このような場合、揚鉱管をどのようにして切り離すか、また切り離した揚
鉱管をどのようにして回収するかなど、大きな課題がある。
【００１１】
　更に、揚鉱管の次に問題になるのが、粉砕鉱石を含む海水を深海底より海上の鉱石処理
船まで搬送することができるポンプシステムの開発である。つまり、例えば１６００～６
０００ｍの深海からの上記のような搬送は、どうしても１台のポンプの能力を逸脱してし
まうので、複数または多数のポンプの組合せによるポンプシステムが必要になるが、従来
、充分な対策はとられていない。
【００１２】
　本発明は、以上の点を鑑みて創案されたものであり、粉砕鉱石を含む海水を深海底より
海上の鉱石処理船まで搬送することができるポンプシステムを備え、深海へ降ろした揚鉱
管が自身の重さで管体の接続部などから脱落することがないようにすると共に、それを支
持する鉱石処理船などを浮力確保のため必要以上に大型化しなくてすむようにし、また、
台風などで海が荒れているとき、鉱石処理船などが波で揺れることが理由で揚鉱管が破損
してしまうことがないようにすると共に、揚鉱管を放棄して避難しなくてすむようにした
揚鉱システム及び揚鉱方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
（１）上記の目的を達成するために、本発明の揚鉱システムは、海底面または海底下にお
いて鉱物を掘削する掘削部と、掘削して得られた鉱物と海水を含む固液混合物を吸引し圧
送するポンプとを有する移動操作が可能な海底作業機と、該海底作業機に対し、動力源と
なる電力を供給する電力ケーブルを有する電力供給部と、所要の浮力を有し、海上または
海中に浮かせられる主フロートと、該主フロートと前記海底作業機のポンプをつなぎ、前
記ポンプで吸引した鉱物と海水を含む固液混合物を前記主フロート側へ搬送する、所要長
さを有する揚鉱管と、該揚鉱管の長手方向に所要間隔で配置されており、前記揚鉱管に所
要の浮力を付与する補助フロートと、前記揚鉱管により前記主フロート側に搬送された固
液混合物から鉱物を選別して集める鉱物選別部とを備える揚鉱システムである。
【００１４】
　本発明の揚鉱システムの作用を深海において有価鉱物を海上まで揚げる作業を行う場合
を例にとり説明する。
　揚鉱システムは、海底作業機が鉱床がある所定の深海底に配置され、主フロートは海上
に浮かんでいる。また、鉱物選別部、あるいは電力供給部などは、例えば母船などの作業
船に装備することができ、電力供給部を構成する電力ケーブルは、海底作業機の受電部に
接続されている。海底作業機の走行部、掘削部及びポンプは、供給される電力により駆動
される。
【００１５】
　なお、電力ケーブルと共に、これに添設する形で、海底作業機の掘削部の制御、走行部
の制御、あるいはポンプの制御などを行うための信号のやり取りを行う信号ケーブルを装
備することもできる。
【００１６】
　海底作業機のポンプと主フロートは、主フロートに鉛直方向に吊設された長尺な揚鉱管
によりつながれており、揚鉱管で搬送される固液混合物は、更に作業船などに装備された
鉱物選別部に送られるようになっている。
【００１７】
　揚鉱管には、所要箇所に、例えば一定間隔で多数の補助フロートが取り付けられており
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、揚鉱管に対して所定の浮力が付与されている。これにより、揚鉱管は海底に落ちること
のないように、浮かせてある。なお、揚鉱管の海底近くの下端部と海底作業機のポンプは
、海底作業機の移動動作に支障のないように、あるいは海中で浮遊している揚鉱管の位置
が変動しても支障のないように、フレキシブルな管でつなぐのが好ましい。
【００１８】
　揚鉱システムでは、長尺な揚鉱管に対し、主フロートと各補助フロートにより、揚鉱管
が海底に落ちることのない程度の浮力を付与している。補助フロートは、揚鉱管の長手方
向に所要間隔で配置されているので、これらの補助フロートで揚鉱管の重量が分担されて
支持される。
【００１９】
　つまり、補助フロートが、揚鉱管の長手方向に所要間隔で多数取り付けられているとき
に、各補助フロートが、各補助フロート間の長さの揚鉱管の重さの分だけ浮力を付与する
ようにすると、理論上は揚鉱管の上部に長尺な揚鉱管の荷重が作用しないようにすること
ができる。
【００２０】
　このように、補助フロートによって適正な浮力を付与すれば、揚鉱管の長手方向におい
て、一部に偏って重力方向の大きな荷重が作用することはなく、上記構成は、揚鉱管の長
手方向に所要間隔で平均的に荷重がかかるようにする意味においても効果的である。また
、これにより、揚鉱管が自身の大荷重により途中から破断したり、揚鉱管が多数の管体を
つないだ構成であれば、管体の接続部が破壊されたりすることを防止でき、揚鉱管が海底
に落ちてしまうことはない。
【００２１】
　なお、揚鉱管を浮かせる主フロート及び各補助フロートのトータルの浮力は、適宜設定
されるが、必ずしも最上部の主フロートを海面に浮かせるだけの浮力を必要とするわけで
はなく、少なくとも揚鉱管の下端部が海底に落ちない状態（沈まずに海中を漂う状態）が
維持されて浮遊できる浮力であるのが好ましい。
【００２２】
　また、仮に揚鉱管の下端部側が海底に触れたとしても、少なくともそれより上部側が海
中で縦になり浮遊している状態を維持できる浮力であるのが好ましい。
　なお、重量物である揚鉱管は、主フロート及び各補助フロートにより浮力が付与され、
揚鉱システムの管制を行う母船などの作業船、あるいは処理船は、必ずしも揚鉱管を支持
する必要はないので、船を大型化する必要がない。
【００２３】
　また、揚鉱管の実質的な重さは、システムの運転中においては、内部を通り搬送される
固液混合物の重さが加わるために、空の場合より重くなる。したがって、上記各フロート
による浮力の設定にあたっては、空の揚鉱管の重さを基準とした設定をせず、この点を勘
案する必要があるのはいうまでもない。
【００２４】
　そして、遠隔操作により海底作業機を適宜移動させながら、例えば鉱床のある海底面ま
たは海底下を掘削部で掘削することにより、所要の粒径に粉砕された鉱物粒が得られる。
これら鉱物粒は、周囲の砂や海水と共にポンプによって吸引され、固液混合物となって揚
鉱管を通り、海上の主フロート側へ搬送される。主フロート側へ搬送された上記固液混合
物は、鉱物選別部へ送られて、その中から有価鉱物が集められる。
【００２５】
　なお、海底作業機は、例えば水深数千ｍの、海底面または海底下に存在する貴金属やレ
アメタル（希少金属）などの有価鉱物だけではなく、化石燃料であるメタンハイドレート
（例えば表層型メタンハイドレート）などの有用資源が多く含まれる領域の海底に置かれ
て使用される。揚鉱システムは、鉱物以外の有用資源を深海底から海上まで揚げるシステ
ムとしても利用可能である。
【００２６】
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（２）本発明は、前記海底作業機が有するポンプがスラリーポンプである構成とすること
ができる。
　この場合は、鉱物と海水を含む固液混合物をポンプの可動部分に損傷を与えることなく
、搬送（圧送）することができる。また、スラリーポンプによれば、比較的多量の砂や鉱
物粒を含む固液混合物でも送ることができる。これによれば、運転中に砂や鉱物粒などの
固形物と海水との比率が変動しても、無理なく柔軟に対応することができ、運転を継続す
ることができる。更には、スラリーポンプは、構造的に吸い込み能力に優れており、固液
混合物の搬送を効率的に行うことができる。
【００２７】
　スラリーポンプとしては、上記の固液混合物を、可動部に損傷を与えることなく搬送す
ることができれば、その種類、構造は特に限定するものではない。例えば、グラベルポン
プ、サンドポンプ、あるいはホースポンプなどを挙げることができる。
【００２８】
（３）本発明は、前記揚鉱管の所要箇所に固液混合物の搬送を補助するための所要圧力の
液流を注入する補助ポンプを備える構造とすることができる。
　この場合は、例えば数千ｍの深海底から固液混合物を海上まで、一台で搬送することが
できるポンプが仮になくても、揚鉱管の途中に補助ポンプによって所要圧力の液流を注入
し、搬送を補助することにより、例えば深海底から海上までの数千ｍの長い距離を搬送す
ることが可能になる。
【００２９】
　補助ポンプは、上記した目的からは、揚鉱管に固液混合物を注入する必要はなく、周り
の海水を注入すればよいので、スラリーポンプ以外のポンプ、例えば羽根車（インペラー
）を有する多段渦巻ポンプやダイヤフラムポンプなどのポンプを採用することができる。
【００３０】
　なお、例えば１６００ｍ以上の深海用の粉砕鉱石搬送ポンプは実用化が困難とされてい
る現在、４０００～６０００ｍの超深海部の開発は困難を極めることは想像に難くない。
この解決策としては、既存のポンプを複数、あるいは多数組合せることが有効である。揚
鉱管が数千ｍと長くなると、１台の海中揚水ポンプ（混流、斜流）では、特に粉砕鉱石を
含むような固液混合物を海面上の作業船まで搬送することはできない。
【００３１】
　しかし、揚鉱管の途中で固液混合物を搬送するためのエネルギーが不足している場合、
少流量で高圧の海水を揚鉱管の途中にポンプで注入することでこの問題の解消が可能であ
る。ポンプが流体に伝える動力（エネルギー）は、圧力Ｐと流量Ｑの積Ｐ×Ｑで決まるの
で、圧力が超高圧で極端に少流量のポンプが効率化を図る上で好適である。また、少流量
であればポンプの小型化が可能である。
【００３２】
（４）本発明は、ＧＰＳ受信機と、該ＧＰＳ受信機で受信した位置情報とあらかじめ決め
られている揚鉱システムの設定位置とを比較して設定位置を維持するように位置の補正を
行う位置補正装置とを備える構成とすることができる。
　この場合では、ＧＰＳ（全地球測位システム：Global Positioning System）を利用し
て、あらかじめ設定されている揚鉱システムの位置を維持することができる。すなわち、
揚鉱システムの所要の箇所（例えば主フロートなど）に設置してあるＧＰＳ受信機で、揚
鉱システムの位置を示す位置情報を取得する。
【００３３】
　次に、あらかじめ設定されている基準となる位置情報と、ＧＰＳ受信機で取得した位置
情報を位置補正装置によって比較する。そして、その差を基に揚鉱システムの位置（この
場合は主フロートの位置）を位置補正装置によって、基準となる位置（設定位置）を維持
するように、あるいは基準となる位置に近付くように（向かうように）動かして補正する
。なお、この位置の補正は、システムの運転中、常時行うようにしてもよいし、一定時間
ごとに行ってもよい。
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【００３４】
　位置補正装置は、全体として海に浮遊している揚鉱システムの所要位置に配置されてお
り、システムの一部または全部を移動させることができる。位置補正装置の構成は、ＧＰ
Ｓ受信機で得られた位置情報と、あらかじめ決められた基準の位置情報を比較して、その
差を基に位置を補正することができれば、特に限定しない。
【００３５】
　例えば、モーターと、モーターで駆動される推進方向が異なる複数のスクリューと、モ
ーターの駆動源となるバッテリーと、上記の位置情報の比較と、その結果によりモーター
及びスクリューを選択し駆動する制御部などである。また、位置補正装置は、システムの
中で複数配置することができる。
【００３６】
　また、位置補正装置は、ＧＰＳ受信機が設置してあるものに設けるのがより好ましいが
、必ずしもそうでなくてもよく、適宜設定が可能である。例えば、ＧＰＳ受信機と位置補
正装置の両方が主フロートに設けられていてもよいし、あるいはＧＰＳ受信機をフロート
で電力ケーブルを支持した場合のフロートに設け、位置補正装置を主フロートに設けても
よい。後者の場合でも、電力ケーブルの支持部であるフロートと主フロートの距離が構造
的に一定またはほぼ一定に保たれるのであれば、実質的に前者と変わりなく位置の補正が
可能である。
【００３７】
（５）本発明は、前記主フロートの内部への注水と外部への排水を行い、同フロートの浮
力を調節する注排水装置を備える構成とすることができる。
　この場合は、注排水装置によって主フロートの内部に海水を取り入れたり、内部の海水
を外部に排出したりすることで、主フロート自体の浮力を適宜調節することができる。こ
のように主フロートの浮力を調節することにより、主フロートの一部が海面から出るよう
にしたり、全部が海面下に沈むようにしたりすることができる。また、沈むようにした際
の主フロートの海面下における高さも調節が可能である。
【００３８】
　主フロートを海面下に沈めると、主フロートは波浪（海面の上下運動）の影響を受けに
くくなる。例えば、台風の中、あるいは台風が接近した際の荒天時に、主フロートが海面
上に浮いたままでは、激しい波浪の影響を受けて上下運動や横揺れを繰り返すことになり
、主フロートに接続されている揚鉱管の取り付け部分、あるいはその周辺部が変形したり
破損したりする可能性が高くなる。なお、海面に波浪が生じるのは、多くは海面下数ｍか
ら１０ｍ程度であり、主フロートをそれより深いところで浮遊するように維持できれば、
台風の中でも波浪の影響をほとんど受けないようにすることができる。
【００３９】
　注排水装置の構造は特に限定しないが、例えば、主フロートに防水リチウム蓄電池と、
その電力で駆動されるポンプ及び吸水弁、排水弁を備える構造とし、ポンプを駆動するこ
とで、主フロートの内部の空間にある海水を排水したり、外から吸水したりして、海水の
量を調整することができるものである。
【００４０】
（６）本発明は、作業船を備えており、該作業船は前記電力供給部と前記鉱物選別部を有
すると共に、前記電力供給部を構成する電力ケーブル及び前記鉱物選別部を構成し揚鉱管
から固液混合物を受け取る送給管が、システムの運転の復旧が可能な状態で切り離しが可
能である構成とすることができる。
【００４１】
　この場合は、システムの運転時においては、電力ケーブルと送給管はつながっており、
それぞれは機能している。そして、例えば台風の接近などによる荒天時、あるいはその他
の何等かの理由で作業船を寄港させなければならないなど、作業船が現場海域を離脱しな
ければならないときには、電力ケーブル、または送給管を切り離すことができる。
【００４２】
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　その際、電力ケーブル、または送給管は、切り離しても海中に沈んだり海底に落ちたり
することがないように、切り離し後も切り離した側がフロートなど何等かの支持部に固定
されたりつながったりした状態となるようにしてある。
【００４３】
　また、作業船を離脱させる理由が解消したときには、作業船を作業海域に戻して、電力
ケーブル、または送給管を作業船側と接続して、揚鉱システムをもとの状態に復帰させる
ことにより、システムの運転を再開することができる。このように、システムからの作業
船の離脱と復帰が可能であり、例えば主フロートや揚鉱管などを放棄して避難しなければ
ならない事態が生じることはなく、作業船の移動を柔軟に行うことができるので、システ
ムの運用がしやすい。
【００４４】
（７）本発明は、前記主フロートにおける前記揚鉱管がつながれた部分に同揚鉱管を支え
る懸架装置を有しており、該懸架装置近傍の同揚鉱管は、同揚鉱管を通す空隙内において
所要の振れの範囲で振動が可能である構成とすることができる。
　この場合は、揚鉱管が通されているか、あるいはつながれている主フロートにおいて、
揚鉱管は懸架装置によって支持されており、しかも懸架装置近傍の同揚鉱管は、空隙内に
おいて所要の振れの範囲で振動、あるいは揺動が可能であるので、揚鉱管の当該部分の動
きの自由度が高く、固定された状態とはならない。
【００４５】
　これによれば、特に主フロートが海上に浮いている場合、波浪の影響を受けて主フロー
トが上下運動や横揺れを繰り返しても、揚鉱管は懸架装置近傍で変形をあまり伴わない状
態で、長手方向の進退動や直径方向の振動あるいは揺動をするなど、ある程度自由に動く
ことができるので、例えば金属疲労などによる破損や破壊が起こりにくい。
【００４６】
　なお、懸架装置の構造は特に限定しないが、例えば揚鉱管を支持することができるコイ
ルバネ、あるいは付勢体と組み合わせられたリンク機構などで構成される。懸架装置は、
海中側で補助フロートにより浮力が付与されている揚鉱管の実質的な重量を支持可能であ
り、揚鉱管がその長手方向に進退動したときに緩衝作用を有する構成となっている。
【００４７】
（８）本発明は、前記電力ケーブルの長手方向に、補助フロートが所要間隔で配置される
ことにより、電力ケーブルに所要の浮力が付与されている構成とすることができる。この
場合は、上述の揚鉱管の場合と同様に、補助フロートの浮力によって電力ケーブルに所要
の浮力が付与される。これにより、電力ケーブル自身の重さによって、長さ方向の途中で
破断してしまうことを防止できる。
【００４８】
（９）本発明は、鉱物選別部が、廃水処理装置を備える構成とすることもできる。この場
合は、鉱物選別部により鉱物を選別して集めることができると共に、廃水処理装置により
、廃液に所要の処理を施した後の清澄な水を海洋投入（海洋投棄ともいう）などにより処
分することができる。
【００４９】
（１０）本発明は、前記鉱物選別部が、鉱物を磁着して選別する磁着装置を備えている構
成とすることもできる。この場合は、揚水と同時に上昇する海底泥が環境破壊の原因とな
る問題に対して、揚鉱中に含まれる金属または鉱物を鉱石処理船上に設けた電気式マグネ
ットなどの磁着装置により採取し、その後、沈殿式など一般の下水処理で行われている方
法と同様の方法で海底泥を除去することができる。つまり、これは作業船を廃水処理装置
を装備した鉱石処理船とすることで対応できる。
【００５０】
　なお、磁性を有する鉱物としては、例えば鉄、クロム、ニッケル、コバルトなどがあげ
られる。これらの鉱物は、いずれも有価金属であり、海底から海上まで揚げる揚水から効
率よく選別を行って集めることができる。
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【００５１】
（１１）本発明は、揚鉱管が、鋼と軽合金製の二重管構造、鋼管を炭素繊維で補強した構
造または周壁を中空とした構造である構成とすることができる。この場合は、揚鉱管を軽
量化することが可能になる。そもそも揚鉱システムにおける最大の課題は、全長が数千ｍ
にもおよぶ揚鉱管の重量を如何に軽減するかである。この揚鉱管の重量を軽減するために
は、上述のように揚鉱管に浮力を与えて実質的な重量を軽減する方法に加えて、本項の発
明のように揚鉱管自体の重量を軽減する方法がある。
【００５２】
　揚鉱管自体の重量を軽減する方法として、例えば軽合金または鋼製の二重管構造とし、
内管と外管との間に気密空間を持つ揚鉱管とする方法がある。また、周壁に気密空間を設
けて、その浮力で揚鉱管の重量を一部相殺することが可能であり、揚鉱管の自重による他
所への負担は軽減できる。
【００５３】
　また、揚鉱管自体の重量を軽減する他の方法としては、例えば内管は鋼製で製作された
ものの外表面を、炭素繊維で補強された樹脂製とした揚鉱管とする方法がある。また、樹
脂製の補強管は、金属製内管の保護にも貢献するものである。
【００５４】
（１２）本発明は、海底面または海底下において掘削し粉砕した鉱物と海水を含む固液混
合物を海上まで送る揚鉱管にフロートで所要の浮力を付与する揚鉱方法である。この方法
によれば、揚鉱管を海底に沈まないように海面に浮いた主フロートなどを使用して支持す
る場合、揚鉱管に所要の浮力を付与することができるので、例えば揚鉱管の重量から浮力
を差し引いた重量と同じ重量とすることにより、揚鉱管を支持する主フロートには実質的
に重量が作用しないようにすることができる。また、フロートによる浮力を上記よりやや
小さくして、揚鉱管が鉛直方向となったバランスを保つことができるようにすることもで
きる。
【００５５】
　なお、本発明は、揚鉱管及び通信・電力ケーブルをフロートによって支持し、揚鉱管の
重力を軽減するものである。また、本発明は、海面上で浮遊する内部に空洞を有する金属
製の大型フロートと、このフロートによって支持される揚鉱管及び通信、電力ケーブルを
含み、揚鉱管の重量に対応するために、浮力調整用の海水排出及び海水吸入弁を有する大
型フロートを含めることもできる。
【００５６】
　また、大型フロートに騎乗させている（装備されている）防水蓄電池とポンプを駆動し
大型フロートの下部の空洞部に海水を給排水する事により、大型フロートに潜水機能を持
たせることができる。
【００５７】
　更に、大型フロートで支持された揚鉱管の重量軽減のために、海中の揚鉱管の中途に装
備された小型フロート群を備えることもできる。また、重量軽減と強度維持のために炭素
繊維で補強された樹脂製の揚鉱管を備えることもできる。
【００５８】
　重量を軽減するために、二重パイプの間隙に空洞を持つ揚鉱管を備えることもできる。
荒天時や海上鉱石処理船の現場離脱時、大型フロートで支持された揚鉱管及び通信、電力
ケーブルが鉱石処理船から離脱可能な構造とすることができる。
【００５９】
　鉱石搬送用ポンプを海底鉱石採掘機に騎乗させて（装備して）、吸込み管を短縮したシ
ステムとすることができる。揚鉱管の中間部に、流体エネルギーを供給するため、圧力水
を注入するポンプシステムを備えることもできる。
【００６０】
　更に、揚鉱管で海上の鉱石処理船に送った粉砕鉱石（細粉化鉱石）を含む海水から、鉱
石を採取するために電気式、あるいは永久磁石式のマグネット装置を備えるものでもよい
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。また、鉱石処理船上に鉱石採取後の排水処理を行う装置を備えることもできる。
【発明の効果】
【００６１】
　本発明は、粉砕鉱石を含む海水を深海底より海上の鉱石処理船まで搬送することができ
るポンプシステムを備え、深海底へ降ろした揚鉱管が自身の重さで管体の接続部などから
脱落することがないようにすると共に、それを支持する鉱石処理船などを浮力確保のため
必要以上に大型化しなくてすむようにし、また、台風などで海が荒れているとき、鉱石処
理船などが波で揺れることが理由で揚鉱管が破損してしまうことがないようにすると共に
、揚鉱管を放棄して避難しなくてすむようにした揚鉱システム及び揚鉱方法を提供するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
【図１】本発明に係る揚鉱システムの一実施の形態を示す説明図である。
【図２】主フロートと補助フロートによる揚鉱管の吊り下げ構造を示す一部を省略した断
面説明図である。
【図３】主フロート及びその近傍の構造を示す断面説明図である。
【図４】揚鉱システムに使用される作業船が備える廃水処理装置の構造を示す説明図であ
る。
【図５】揚鉱システムに使用される揚鉱管を構成する管体の構造を示す断面説明図である
。
【図６】揚鉱システムに使用される揚鉱管を構成する管体の他の構造を示す断面説明図で
ある。
【図７】補助フロートの他の構造を示し、（ａ）は縦断面説明図、（ｂ）はＡ－Ａに対応
する断面説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００６３】
　図１ないし図６を参照して、本発明の実施の形態を更に詳細に説明する。
　揚鉱システムＳは、海底において鉱物の採掘を行う採掘ユニット１と、採掘した鉱物と
海水を海上に揚げる揚鉱ユニット２と、揚鉱ユニット２で揚げられた固液混合物から有価
鉱物を選別する鉱物選別部である選別ユニット３により構成されている。
【００６４】
（採掘ユニット１）
　採掘ユニット１は、外部より移動操作が可能な海底作業機１３を有している。海底作業
機１３は、クローラ走行機１３０と、その上部に搭載されている掘削機１３１及び掘削し
て得られた鉱物と海水を含む固液混合物を吸引し圧送するスラリーポンプ１３２を有して
いる。海底作業機１３は、各部を高水密につくるなど深海底における高圧下での作業が可
能な構造としてある。スラリーポンプ１３２は、後述する各圧力注入ポンプ２４と共にポ
ンプシステムを構成する。
【００６５】
　掘削機１３１は、先端のドリルの回転または振動により鉱床の鉱物を破砕し掘削するこ
とができるようにしてある。なお、掘削機には、他の構造を採用することもできる。スラ
リーポンプ１３２は、掘削し破砕された鉱物と海水の混合物（固液混合物）を圧送するこ
とができるものであり、例えば斜流式や混流式の採用が可能である。
【００６６】
　なお、スラリーポンプ１３２の圧送能力は、特に限定するものではないが、少なくとも
、後述する補助的なポンプである圧力注入ポンプ２４と協働して、海水と粉砕鉱物の固液
混合物を海上まで揚げることができる能力を有していればよい。この場合、例えばスラリ
ーポンプ１３２から後述する揚鉱管２１の下部までの搬送エネルギーはスラリーポンプ１
３２が供給し、それより上の揚鉱管２１内の搬送エネルギーは、揚鉱管２１の途中に設け
た後述する複数個の補助ポンプである圧力注入ポンプ２４によって供給することができる
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。
【００６７】
　海底作業機１３には、クローラ走行機１３０、掘削機１３１及びスラリーポンプ１３２
に動力源となる電力を供給するための電力ケーブル１２が受電部（符号省略）に接続され
ている。電力ケーブル１２の海上側の端部は、一旦は海面に浮かぶフロート１１に接続さ
れており、これにより電力ケーブル１２の重さがフロート１１により支持されている。な
お、フロート１１にかかる電力ケーブル１２の重さを軽減するために、後述する揚鉱管２
１と同様に浮力を付与するための補助フロートを取り付けることもできる。
【００６８】
　フロート１１に接続された電力ケーブル１２には、母船である作業船１０に搭載された
電力供給部である発電機（図示省略）から電力ケーブル１２０を介して電力が供給される
ようにしてある。また、電力ケーブル１２、１２０には、これらに添設する形で、海底作
業機１３の掘削機１３１の制御、クローラ走行機１３０の制御、あるいはスラリーポンプ
１３２の制御などを行うための信号のやり取りを作業船１０が備える管制部との間で行う
信号ケーブル（図示省略）が装備されている。
【００６９】
（揚鉱ユニット２）
　揚鉱ユニット２は、揚鉱管２１を有している。揚鉱管２１は、所要長さの管体２１０を
多数接続し、揚鉱作業の対象となる海域の深さに対応して、例えば５０００ｍの長さに形
成されている。なお、管体２１０の構造は、後で詳述する。そして、この長尺な揚鉱管２
１は、上端側が海面に浮かぶ主フロート２０に掛けるようにして実質的に接続されている
。また、揚鉱管２１は、海中側において長手方向の所要間隔毎に（本実施の形態では各管
体２１０毎に）、補助フロート２２に掛けるようにして実質的に接続されている。
【００７０】
　まず、図３を参照して、主フロート２０の構造及び主フロート２０に対する揚鉱管２１
の接続構造について説明する。
　主フロート２０は、水密かつ中空構造の密封ケース２００を有している。密封ケース２
００の外形は、いわゆるドーナツ形であり、内部には平面視で円を描くように空間部２０
１が形成されている。また、密封ケース２００の中心部には、空間部２０１とは壁部で隔
離された円孔形状の通し孔２０２が貫通して設けられている。
【００７１】
　密封ケース２００内の空間部２０１は、上下方向のほぼ中間位置に全周にわたり固定さ
れた隔離部材２０３によって上下に液密状態で分割されている。上部空間部２０１ａには
、隔離部材２０３に固定して注排水装置を構成する注排水ポンプ２０４が配置されている
。また、同様にバッテリー２０５が隔離部材２０３に固定して配されており、バッテリー
２０５には本実施の形態では防水リチウム蓄電池が採用されており、注排水ポンプ２０４
に対し電力を供給する。
【００７２】
　バッテリー２０５は制御盤２０６に接続されており、制御盤２０６には、電力ケーブル
２６が外部から接続されている。電力ケーブル２６は、後述する鉱物処理船３０に搭載さ
れた電力供給部である発電機（図示省略）に接続されており、バッテリー２０５には発電
機から供給される電力が蓄電される。
【００７３】
　密封ケース２００内の隔離部材２０３によって分割された下部空間部２０１ｂは貯水タ
ンクとなっており、注排水ポンプ２０４によって下部空間部２０１ｂ内部の水量（必要に
応じて空気量も）が調整できるようにしてある。この水量の調整により、必要に応じて主
フロート２０自体の浮力を大きくして海面に浮かせたり、あるいは浮力を小さくしたりし
て、潜水させることができるようにしている。なお、潜水は、主フロート２０のみ行うよ
うにしてもよいし、揚鉱管２１まで含めて全体として行うようにしてもよく、適宜選択で
きる。
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【００７４】
　密封ケース２００の上面には、ＧＰＳ衛星２７の信号を受信するＧＰＳ受信機２０７が
設置されている。ＧＰＳ受信機２０７にも、電力ケーブル２６を介し電力が供給されるよ
うになっている。また、密封ケース２００の下面には、位置補正装置を構成する複数の推
進機２０８が取り付けられている。推進機２０８は、モーターでスクリューを回転させて
推力を得る構造である。
【００７５】
　なお、位置補正装置の構成は、ＧＰＳ受信機で得られた位置情報と、あらかじめ決めら
れた基準の位置情報を比較して、その差を基に各推進機２０８を作動させて位置を補正す
ることができる制御部である上記制御盤２０６を含むものである。各推進機２０８には、
バッテリー２０５から電力が供給されるようになっており、各推進機２０８をＧＰＳによ
る自動制御により適宜組み合わせて駆動することで、主フロート２０を海上において所要
の方向に移動させることができる。
【００７６】
　密封ケース２００の通し孔２０２には、揚鉱管２１の上端部の管体２１０が通されてい
る。揚鉱管２１を構成している多数の管体２１０は、図５に示す構造を有している。管体
２１０は、長手方向の両端に接続用のフランジ２１１、２１２を有しており、管の部分は
内管２１３と外管２１４からなる二重管構造となっている。内管２１３と外管２１４の間
には、軽量化のために浮力を生み出す、言わば円管形状の空間部２１５を形成している。
【００７７】
　なお、管体２１０の外管２１４の外径は、密封ケース２００の通し孔２０２の内径より
径小に形成されており、管体２１０と通し孔２０２の間には空隙２０９が設けられている
。また、最上部の管体２１０のフランジ２１１（通し孔２０２に挿通後、後付けにしてい
る。）は、密封ケース２００の上側にあり、密封ケース２００上面とフランジ２１１の間
には、上部側が次第に径小となった圧縮コイルバネ２８が配置されている。
【００７８】
　この構造により、管体２１０及びその下方につながれている他の多数の管体２１０は、
上下動しても圧縮コイルバネ２８の付勢力により緩衝され、主フロート２０に対してかか
る衝撃や大きな荷重を軽減できる。また、管体２１０は、空隙２０９の作用により通し孔
２０２内部で、ある一定の範囲で遊動または揺動できるようになっている。なお、上端部
の管体２１０の上端には、フレキシブルな供給管２５が接続されており、供給管２５の先
端側は後述する選別ユニット３へ導入されている。
【００７９】
　揚鉱管２１は、上記したように多数の管体２１０を水密に接続したものであり、最下部
の管体２１０の下端部には、所要長さのフレキシブルな中継管２３の一端部が接続されて
いる。中継管２３の他端部は、上記スラリーポンプ１３２の吐出口（符号省略）に接続さ
れている。なお、スラリーポンプ１３２の吸引口（符号省略）は、上記掘削機１３１のド
リル近傍に配置してあり、掘削され破砕された鉱物を海水と共に吸引できるようになって
いる。
【００８０】
　そして、上記したように、この長尺な揚鉱管２１は、海中側において長手方向の各管体
２１０毎に、上部側のフランジ２１１を補助フロート２２に掛けるようにして実質的に接
続されている。補助フロート２２は、水密かつ中空構造の密封ケース２２０を有している
。密封ケース２２０の外形は、いわゆるドーナツ形であり、内部には平面視で円を描くよ
うに空間部２２１が形成されている。また、密封ケース２２０の中心部には、空間部２２
１とは壁部で隔離された円孔形状の通し孔２２２が貫通して設けられている。
【００８１】
　管体２１０の外管２１４の外径は、密封ケース２２０の通し孔２２２の内径より径小に
形成されており、管体２１０と通し孔２２２の間には空隙２２９が設けられている。なお
、補助フロート２２は、具体的な構造は示していないが、管体２１０の管の部分に横方向
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から嵌め込むように装着可能で取り外しも可能な構造（公知構造）である。
【００８２】
　この構造により、多数の補助フロート２２は、各管体２１０が上下動したときにも各管
体２１０に対し相対的にスライド可能であり、補助フロート２２は、管体２１０のフラン
ジ２１１、または後述する圧力注入ポンプ２４の注入管２４１に当たったときに相互のス
ライドが停止する。補助フロート２２と各管体２１０は、互いに逃げが利くために、衝撃
や大きな荷重が作用しにくい。また、管体２１０は、空隙２２９の作用により通し孔２０
２内部で、ある一定の範囲で遊動または揺動できるようになっている。
【００８３】
　また、各補助フロート２２は、揚鉱管２１に対して所要の浮力を付与することができる
。この浮力の設定は、例えば揚鉱管２１の重量と同じになるようにして主フロート２０に
揚鉱管２１の重さがほとんどかからないようにしてもよい。また、浮力が揚鉱管２１の重
量よりやや小さくなるようにして、主フロート２０に対し揚鉱管２１の加重が適度にかか
るようにすると共に、揚鉱管２１を海中でより安定させるようにしてもよい。なお、深海
にある補助フロート２２は、高い水圧に耐えるように、後述する補助フロート２２ａと同
様に内部に補強のためのリブ構造を備えるようにしてもよい。
【００８４】
　そして、揚鉱管２１を構成している管体２１０のうち、所要間隔で位置する管体２１０
の管の部分には、各々圧力注入ポンプ２４の吐出口（符号省略）に接続してある注入管２
４１が接続されている。各圧力注入ポンプ２４は、周囲の海水を吸引して揚鉱管２１の内
部に注入するものであり、揚鉱管２１を通る揚水（固液混合物）の上方への搬送（圧送）
を助ける。
【００８５】
　なお、各圧力注入ポンプ２４は、吊りワイヤ２４３でつながれたフロート２４２の浮力
を受けて所要の深さを維持するようになっている。また、各圧力注入ポンプ２４に対して
は、作業船である鉱物処理船３０の発電機に接続されている電力ケーブル２４０を介し電
力が供給される。また、この電力ケーブル２４０にも、浮力を付与するためにフロートを
取り付けるようにしてもよい。
【００８６】
　そして、上記作業船１０とフロート１１をつないでいる電力ケーブル１２０は、フロー
ト１１から切り離すことができる構造である。また、上記鉱物処理船３０は、供給管２５
と電力ケーブル２６を主フロート２０から切り離すことができる構造となっている。これ
によれば、例えば作業船１０や鉱物処理船３０を寄港させる場合など、後で復帰が可能な
状態で作業域から離脱させることができる。
【００８７】
（選別ユニット３）
　上記選別ユニット３は、鉱物処理船３０に搭載されている。鉱物処理船３０には、発電
機（図示省略）が搭載されており、この発電機は、上記主フロート２０及び各圧力注入ポ
ンプ２４に対し電力を供給する。選別ユニット３は、揚鉱ユニット２で揚げられた海水と
粉砕された鉱物の固液混合物から有価鉱物を選別するものである。
【００８８】
　図４を参照する。揚鉱管２１内を上昇し供給管２５を通して海上の鉱石処理船３０に至
った粉砕鉱物５０を含む固液混合物の処理方法を説明する。
　選別ユニット３は、処理の順に選別槽３１、沈殿槽３２、貯水槽３３及び集積槽３４を
備えている。なお、沈殿槽３２、貯水槽３３及び集積槽３４は、廃水処理装置を構成する
。
【００８９】
　選別槽３１には、上記供給管２５から粉砕された鉱物５０を含む固液混合物が送られる
。磁性体である粉砕された鉱物５０は、回転体３１１のアーム先端に取り付けられた電磁
石（符号省略）によって磁着されて集められる。なお、磁性体でない鉱物その他の有価鉱
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物は、例えば篩を使用するなど、各種公知手段によって集められる。
【００９０】
　また、選別槽３１を通ったスラッジを含む海水はスクリーン３２０を通って沈殿槽３２
へ送られ、スラッジが槽底に沈殿し分離される。そして、スラッジが除かれた海水は、ス
クリーン３３１を通って貯水槽３３に送られ、ポンプ３３０によって次の集積槽３４に送
られる。集積槽３４内においては、薬品処理などによりさらに細かなスラッジが沈殿して
除かれ、処理後の清澄な海水は水車３４０により排水管３５を通り、外部（海）へ排出さ
れる。
【００９１】
（作用）
　本発明の揚鉱システムＳの作用を深海において有価鉱物を海上まで揚げる作業を行う場
合を例にとり説明する。
　揚鉱システムＳは、図１に示すように海底作業機１３が鉱床５がある所定の深海底４に
配置され、主フロート２０は海上に浮かんでいる。
【００９２】
　作業船１０の管制部からの信号により、電力ケーブル１２０を介し供給される電力を使
用して海底作業機１３が操作され、走行機１３０で移動しながら掘削機１３１により掘削
が行われる。破砕された鉱物５０（図４に図示）と海水の混合物（固液混合物）は、掘削
と並行してスラリーポンプ１３２により吸引され、中継管２３から揚鉱管２１を通り、上
方へ圧送される。このとき、揚鉱管２１の鉛直方向の経路において、多数の圧力注入ポン
プ２４によって水流によるエネルギーが注入され、固液混合物が上方の鉱物処理船３０の
選別ユニット３に揚げられて処理され、清澄な処理水のみ海に投棄される。
【００９３】
　また、揚鉱管２１には、多数の補助フロート２２が接続されており、揚鉱管２１に対し
て所定の浮力が付与されている。揚鉱システムＳでは、数千ｍと長尺な揚鉱管２１に対し
、主フロート２０と各補助フロート２２により、揚鉱管２１が海底４に落ちることのない
程度の浮力を付与している。補助フロート２２は、揚鉱管２１の長手方向に所要数（多数
）配置されているので、これらの補助フロート２２で揚鉱管２１の重量が管体２１０ごと
に分担されて支持される。
【００９４】
　つまり、補助フロート２２が、揚鉱管２１の長手方向に所要間隔で多数取り付けられて
いるときに、各補助フロート２２が、各補助フロート２２間の長さの揚鉱管２１の重さの
分だけ浮力を付与するようにすると、理論上は揚鉱管２１の上部に長尺な揚鉱管２１の荷
重が作用しないようにすることができる。
【００９５】
　このように、補助フロート２２によって適正な浮力を付与すれば、揚鉱管２１の長手方
向において、一部に偏って重力方向の大きな荷重が作用することはない。したがって、上
記構成は揚鉱管２１の長手方向に所要間隔で平均的に荷重がかかるようにする意味におい
ても効果的である。また、これにより、揚鉱管２１が自身の大荷重により途中から破断し
たり、管体２１０の接続部が破壊されたりすることを防止することができ、揚鉱管２１が
海底に落ちてしまう不都合は生じない。
【００９６】
　なお、揚鉱管２１を浮かせる主フロート２０及び各補助フロート２２のトータルの浮力
は、適宜設定されるが、必ずしも最上部の主フロート２０を海面に浮かせるだけの浮力を
必要とするわけではなく、少なくとも揚鉱管２１の下端部が海底に落ちない状態、すなわ
ち沈まずに海中を漂う状態が維持されて浮遊できる浮力であるのが好ましい。また、仮に
揚鉱管２１の下端部側が海底に触れたとしても、少なくともそれより上部側が海中で縦に
なり浮遊している状態を維持できる浮力であるのが好ましい。
【００９７】
　なお、重量物である揚鉱管は、主フロート及び各補助フロートにより浮力が付与され、
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揚鉱システムの管制を行う作業船１０、あるいは鉱石処理船３０は、必ずしも揚鉱管を支
持する必要はないので、船を大型化する必要がない。
【００９８】
　また、揚鉱管２１の実質的な重さは、システムの運転中においては、内部を通り搬送さ
れる固液混合物の重さが加わるために、より重くなる。したがって、上記各フロート２、
２２による浮力の設定にあたっては、空の揚鉱管２１の重さを基準とした設定をせず、こ
の点を勘案する必要がある。
【００９９】
　また、主フロート２０は、注排水ポンプ２０４により内部の水量を調節することにより
、浮力の調節が可能である。これにより、例えば潜水艦のように主フロート２０の一部が
海面から出るようにしたり、全部が海面下に沈むようにしたりすることができる。また、
沈むようにした際の主フロート２０の海面下における高さ（深さ）も調節が可能である。
【０１００】
　主フロート２０を海面下に沈めると、主フロート２０は波浪の影響を受けにくくなる。
例えば、台風の中、あるいは台風が接近した際の荒天時に、主フロート２０が海面上に浮
いたままでは、激しい波浪の影響を受けて上下運動や横揺れを繰り返すことになり、主フ
ロート２０に接続されている揚鉱管２１の取り付け部分、あるいはその周辺部が変形した
り破損したりする可能性が高くなる。
【０１０１】
　なお、海面に波浪が生じるのは、多くは海面下数ｍから１０ｍ程度であり、主フロート
２０を遠隔操作によって揚鉱管２１の上部と共にそれより深いところで浮遊するように維
持すると共に、その後の主フロート２０の浮上を可能にすれば、台風の中でも波浪の影響
をほとんど受けないようにすることができる。
【０１０２】
　また、主フロート２０は、ＧＰＳ受信機２０７と推進機２０８を備えており、ＧＰＳを
利用して、あらかじめ設定されている揚鉱システムＳの位置を維持することができる。す
なわち、主フロート２０に設置してあるＧＰＳ受信機２０７で、揚鉱システムの位置を示
す位置情報を取得し、あらかじめ設定されている基準となる位置情報と、ＧＰＳ受信機２
０７で取得した位置情報を位置補正装置によって比較する。
【０１０３】
　そして、その差を基に、主フロート２０の位置が、位置補正装置によって基準となる位
置（設定位置）を維持するように、あるいは基準となる位置に近付くように（向かうよう
に）各推進機２０８を作動させて位置の補正を行う。なお、この位置の補正は、揚鉱シス
テムＳの運転中、常時行うようにしてもよいし、一定時間ごとに（間欠的に）行うように
してもよい。
【０１０４】
　そして、海底作業機１３は、例えば水深数千ｍの、海底面４または海底下に存在する貴
金属やレアメタル（希少金属）などの有価鉱物だけではなく、化石燃料であるメタンハイ
ドレート（例えば表層型メタンハイドレート）などの有用資源が多く含まれる領域の海底
に置かれて使用することができる。揚鉱システムＳは、このような鉱物以外の有用資源を
深海底から海上まで揚げるシステムとしても利用可能である。
【０１０５】
　図６を参照する。図６には、揚鉱システムに使用される揚鉱管を構成する管体の他の構
造を示す。
　管体２１０ａは、鋼製の内管２１３ａの外管２１４ａは、炭素繊維で補強されたアクリ
ル樹脂で一体化して形成されている二重管構造である。これにより、管体２１０ａの重量
を軽量化すると共に、引っ張り強度を増加させている。また、管体２１０ａの両端部には
、フランジ２１１ａ、２１２ａが設けられている。充分な強度を有する鋼製の内管２１３
ａと軽量かつ強靱な外管２１４ａを組み合わせることにより、所定の強度を維持しながら
上記管体２１０と同等の重量に抑えることができる。
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　図７を参照する。図７に示す補助フロート２２ａは、水密に形成された外形が円柱形状
の密封ケース２２０ａを有している。密封ケース２２０ａ内部の空間部２２１ａには、リ
ブを縦横に組んだ補強リブ２２５が密封ケース２２０ａの内面に固定して設けられている
。そして、補助フロート２２ａは、連結部材２２６を介して揚鉱管２１に取り付けられる
。これにより、揚鉱管２１に所定の浮力が付与される。
【０１０７】
　また、補助フロート２２ａは、内部に補強リブ２２５を設けることにより、深海の高圧
下でも潰れることなく、空間部を確保することで、所定の浮力を維持することができる。
【０１０８】
　本明細書及び特許請求の範囲で使用している用語と表現は、あくまでも説明上のもので
あって、なんら限定的なものではなく、本明細書及び特許請求の範囲に記述された特徴及
びその一部と等価の用語や表現を除外する意図はない。また、本発明の技術思想の範囲内
で、種々の変形態様が可能であるということは言うまでもない。
【符号の説明】
【０１０９】
　Ｓ　揚鉱システム
　１　採掘ユニット、１０　作業船、１１　フロート、
　１２　電力ケーブル、１２０　電力ケーブル、
　１３　海底作業機、１３０　クローラ走行機、　
　１３１　掘削機、１３２　スラリーポンプ、
　２　揚鉱ユニット、２０　主フロート、２００　密封ケース、
　２０１　空間部、２０１ａ　上部空間部、２０１ｂ　下部空間部、
　２０２　通し孔、２０３　隔離部材、２０４　注排水ポンプ、
　２０５　バッテリー、２０６　制御盤、
　２０７　ＧＰＳ受信機、２０８　推進機、２０９　空隙、
　２１　揚鉱管、２１０　管体、２１１、２１２　フランジ、
　２１３　内管、２１４　外管、２１５　空間部、
　２１０ａ　管体、２１１ａ、２１２ａ　フランジ、２１３ａ　内管、
　２１４ａ　外管、
　２２　補助フロート、２２０　密封ケース、２２１　空間部、
　２２２　通し孔、
　２２ａ　補助フロート、２２０ａ　密封ケース、２２１ａ　空間部、
　２２５　補強リブ、　２２６　連結部材、　２２９　空隙、
　２３　中継管、２４　圧力注入ポンプ、２４０　電力ケーブル、
　２４１　注入管、２４２　フロート、２４３　吊りワイヤ、
　２５　供給管、２６　電力ケーブル、２７　ＧＰＳ衛星、
　２８　圧縮コイルバネ、
　３　選別ユニット、３０　鉱物処理船、３１　選別槽、
　３１１　回転体、
　３２　沈殿槽、３２０　スクリーン、３３　貯水槽、
　３３０　ポンプ、３３１　スクリーン、３４　集積槽、３４０　水車、
　３５　排水管
　５　鉱床、５０　粉砕鉱物
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